
2025年3月期 事業のご報告
（2024年4月1日 〜 2025年3月31日）

MINI DISCLOSURE
2025

株主還元方針
　利益成長を通じた1株当たり配当金の安定的・持続的な増加を
基本とし、配当性向は2027年度までに40％以上への到達を目指
します。
　また自己株式取得は、市場動向や業績見通し等に加え、成長機会の
機動的な捕捉に備えた資本活用も考慮したキャピタル・マネジメント
に基づき機動的に対応いたします。

株主優待（地元特産品等の贈呈）
対象となる株主さま　毎年3月末日を基準日とし、当社株主名簿に
記録された1,000株以上保有の株主さまのうち、継続して1年以上
保有する株主さま※を対象といたします。

※�継続して1年以上保有する株主さまとは、毎年の基準日（3月末日）とその前年の3月
末日及び9月末日の当社株主名簿に、同一株主番号で1,000株以上の保有が連続して
記録されている株主さまといたします。

保有株式数 特産品の金額目安
1,000株以上5,000株未満 2,500円相当
5,000株以上10,000株未満 4,000円相当
10,000株以上 6,000円相当

中間配当 期末配当 年間配当 配当利回り
2025年度（予定） 12.00円 12.00円 24.00円 3.37%（＊1）

2024年度（実績） 7.00円 9.00円 16.00円 2.20%（＊2）

（＊1）�「2025年度の年間配当24円（予定）÷2025年5月30日終値の株価711.8円」に基づき算出
（＊2）「2024年度の年間配当16円÷2025年3月31日終値の株価725.7円」に基づき算出

1株当たりの配当
（2025年度1株当たり8円増配（予定））
めぶきフィナンシャルグループ

株式の概要� （2025年3月31日現在）

証券コード 7167（東京証券取引所　プライム市場）
一単元の株式数 100株（証券市場での売買単位）
定時株主総会 毎年６月に開催します。

配当金のお支払 期末配当及び中間配当を行う場合は取締役会の決議により
配当金基準日の株主様にお支払いいたします。

基準日 定時株主総会：毎年3月31日
期末配当：毎年3月31日　　中間配当：毎年9月30日

公告方法
電子公告といたします。
電子公告掲載URL：https://www.mebuki-fg.co.jp/
ただし、事故やその他やむを得ない事由によって電子公告ができない場
合は、茨城新聞及び下野新聞並びに日本経済新聞に掲載いたします。

株主名簿管理人
特別口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社 
東京都千代田区丸の内一丁目4番5号

株式事務取扱場所

【郵送物送付先・お問い合わせ先】
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号

 0120-232-711
（ホームページアドレス）https://www.tr.mufg.jp/daikou/

当社ホームページ「株主・投資家の皆さまへ」はこちら
https://www.mebuki-fg.co.jp/shareholder/　

グループ体制と企業概要�� （2025年3月３1日現在）

本店所在地 東京都中央区日本橋室町二丁目1番1号
本社所在地 ［水戸本社］茨城県水戸市南町二丁目5番5号

［宇都宮本社］栃木県宇都宮市桜四丁目1番25号
資本金 1,174億円
設立日 2008年4月1日（2016年10月1日商号変更）
上場証券取引所 東京証券取引所�プライム市場（証券コード：7167）
格付 A＋（格付投資情報センター）（2025年3月末現在）

創立 1935年7月30日
本店 茨城県水戸市南町二丁目5番5号
資本金 851億円
店舗数 国内：181店舗（本支店153、出張所28）

海外：4駐在員事務所�（�上海、シンガポール、ニューヨーク、ハノイ）
従業員数※ 3,007名
格付 A＋（格付投資情報センター）　A3（ムーディーズ）

※従業員数からは出向者等を除いています。

創立 1895年10月1日
本店 栃木県宇都宮市桜四丁目1番25号
資本金 1,350億円
店舗数 国内：134店舗（本支店107、出張所27）

海外：2駐在員事務所（香港、バンコク）
従業員数※ 2,446名
格付 A＋（格付投資情報センター）

店舗網���� 国内：315店 海外：6か所

茨城県 145店 7店

栃木県 8店 93店

茨城県、栃木県以外 28店 34店

常陽銀行 足利銀行
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トップメッセージ

　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
　地域金融機関を取り巻く経営環境は、人口減少・少子高齢化
などに伴う地域経済の縮小懸念に加え、他業態も含めた競争激化や
世界経済の不確実性の高まりが見られる一方で、長期にわたる
超低金利政策からの転換が進みつつあることで収益改善への
期待も高まっています。
　こうした中、当社グループは、「長期ビジョン2030」の実現に向けた
第２フェーズとして、本年４月からの３年間を「持続的成長に向け、
進化を加速する期間」と位置づけた「第４次グループ中期経営計画」
をスタートさせ、「社会課題解決戦略」「事業ポートフォリオ戦略」
「経営基盤強靭化戦略」の３つの基本戦略のもと、諸施策を展開して
まいります。
　取り巻く環境の変化に柔軟に対応しながら、当社グループが
これまで取り組んできたコンサルティングサービスの強化、�
金融サービスにとどまらない課題解決の提供への取り組みに
一層の磨きをかけてまいります。これにより経営基盤を強靭化
しつつ、資本収益性を高めることで、社会的価値・経済的価値双方の
創造による企業価値の向上を図り、「地域とともにあゆむ価値創造
グループ」を目指してまいります。
　今後とも、お客さま、地域の皆さま、株主の皆さまのご期待に
お応えできるよう、グループの創意を結集し、地域のゆたかな未来
の創造に向けて邁進する所存でございますので、一層のご厚誼
ご支援を賜りますようお願い申しあげます。

2025年６月吉日
株式会社めぶきフィナンシャルグループ

取締役社長　　秋野�哲也
取締役副社長　清水�和幸

取締役社長　秋野 哲也 取締役副社長　清水 和幸

目 指 す 姿 目指す水準地域とともにあゆむ価値創造グループ 連結経常利益　1,000億円以上（＊1）

連結フィー収益割合（＊2）　50％以上

第3次グループ中期経営計画（2022年度～2024年度）

11 地域を支えるビジネスモデルの追求
22 持続可能な経営基盤の構築
33 人材の育成・活躍促進

基本
戦略

連結純利益（親会社株主に帰属する当期純利益） 520億円以上
コアOHR（２行合算） 58％未満
連結ROE（株主資本ベース） 5.5％以上

経営
目標

業績ハイライト� （2025年3月期）

めぶきFG連結

親会社株主に帰属する当期純利益

前年比 +148億円
582億円

経常利益

前年比 +197億円
828億円

連結ROE（株主資本ベース）

前年比 +1.5%pt
6.5%

自己資本比率

前年比 ▲0.51%pt
12.20%

銀行合算

預金残高

前年比 ▲975億円
17兆6,076億円

貸出金残高

前年比 +5,496億円
13兆3,593億円

コアOHR（＊5）

前年比 ▲4.9％pt
54.2%

経費

前年比 +40億円
1,093億円

係長以上に占める女性比率

（2025年3月末）
36.6%

2025年3月末
“35％”以上目標

サステナブルファイナンス

（うち、環境分野 1兆2,219億円）
1兆7,462億円（累計）

2021年度～2030年度
累計“3兆円”

（うち、環境分野 2兆円）
目標

サステナビリティ長期KPI （2025年3月期）

CO2排出量

前年比 ▲10.4％pt
7.9千t-co2

2030年度の
“排出量ネット・ゼロ”目標速報値

（＊1）�第4次グループ中期経営計画での前倒し達成を見込む
（＊2）�連結フィー収益割合＝連結フィー収益（＊3）÷対顧収益（＊4）
（＊3）�連結フィー収益＝銀行の対顧役務利益＋銀行を除くグループ会社の対顧粗利益
（＊4）�対顧収益＝銀行の預貸金利息差＋連結フィー収益　※有価証券運用に係る収益は含まない
（＊5）��経費÷コア業務粗利益（業務粗利益（＊6）－国債等債券損益）
（＊6）��投信解約損益、日本銀行からの地域金融強化のための特別付利及び新型コロナ対応オペに

よる付利を除く
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地域産業の成長支援

マテリアリティ 社会課題解決戦略

企業価値の向上
社会的価値 経済的価値

事業ポートフォリオ戦略

経営基盤強靭化戦略

安心で豊かな暮らしへの貢献

脱炭素社会・環境保全への貢献

お客さまに選ばれ続けるサービスの提供

価値創造を支える経営基盤の強化

事業者の成長を支えるソリューション提供

人生100年サポート

地域の持続性向上支援－地方創生への取り組み強化－

DXによる付加価値創出
人的資本/DE&I推進の強化

リスクマネジメントの高度化

アライアンスの推進

企業価値向上に向けた資本運営

法人（地元）

個人

公共

法人（都市部）

ストラクチャード・ファイナンス

有価証券

  第4次グループ中期経営計画（2025年度～2027年度）
「持続的成長に向け、進化を加速する期間」

全体像・戦略構成

　第4次グループ中期経営計画では、「地域・お客さまの課題解決に向けた
グループ一体となった取り組み推進による対顧役務利益の増強」、「金融正常化
に伴う利益成長に向けた適切なアセットアロケーション」、「グループ全体に
おける生産性のさらなる向上」、に取り組むことにより、親会社株主に帰属する
当期純利益の拡大と持続的な収益構造の構築を実現させていきます。

経 営 指 標

社 会 的
インパクト指標

経 営 目 標
● 連結 ROE（純資産ベース）
● 親会社株主に帰属する当期純利益
● 付加価値額（＊8）　持続的な増加

9.0％以上（＊7）

900億円以上（＊7）

（取引先の成長支援に当社グループが主体的に関与した先の付加価値額）

（2025年度～2027年度）

（＊7） 2027年度の国内政策金利は0.75％を想定
（＊8） 付加価値額は、日銀方式により算出。

付加価値額＝経常利益＋人件費＋賃借料＋減価償却費＋金融費用＋租税公課

長期ビジョン2030
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